
第4章　オープンイノベーションを支援する支援組織等の役割

本稿の目的は､第-に､ 2000年代以降取り組まれてきた中堅･中小企業の産学官

連携によるオープンイノベーションの現状はどうか､課題は何か｡第二に､中堅･中

小企業の産学官連携によるオープンイノベーションを多く起こそうとする政策立案者

や支援組織等の当事者の意図は実現されたのか｡イノベーション支援組織がその期待

される役割を果たすために必要な条件は何かについて考察することである｡本章で

は､第3章までの調査･考察を踏まえて､本稿の目的(リサーチクエスチョン)につ

いて､中堅･中小企業のオープンイノベーションを支援する支援組織､人的ネットワ

ーク､媒介者の役割に焦点を当てながら考察し､オープンイノベーションを支援する

支援組織等がその期待される役割を果たしてきたのか､役割を果たすにはどうすれば

良いのか考察し､イノベーション支援組織等が役割を果たすために必要な条件を示

す｡

第1節　中堅･中小企業のオープンイノベーションの現状と課題

製造業において､現状の仕事は次第に又は何らかの契機に急激に減少することが一

般的であり､存続できている企業は､何らかの新規事業を開拓(イノベーション)し

続けているので存続できていると言える｡中堅･中小企業の総数に比較して､支援組

織が支援した企業数は少ない｡中堅･中小企業は何らかのイノベーションを行ってい

るが､一般には､経営者が独力で行っていると考えられる｡

修電舎の-瀬社長の事例では､経営者自身がイノベーションの全体構想を作り､探

索すべき外部資源の技術的スペックを定義し､ Searchcostをかけてresearchして､目

的の外部資源を見つけ出した｡宮崎県では､修電舎はイノベーションに熱心で成功事

例の多い中小企業として著名である｡このことは､中堅･中小企業は､一般には､修

電舎の-瀬社長のように構想したり､ Searchcostをかけて外部資源を探索したりして

イノベーションを行ってはいないことを推察させる｡経営者が､独力で､自分の人的

ネットワークで可能な範囲でイノベーションするのが､中堅･中小企業の一般的な状

況であると推察される｡

以上から､中堅･中小企業のイノベーションの現状は､何らかのイノベーションを

行っているが､経営者が､独力で､自分の人的ネットワークで可能な範囲で行ってい
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るのが一般的な状況77であり､その上で､現状に安住していては先行きが厳しいとい

う経営者の危機意識と努力によって､産学官連携によるものを含む挑戦的なイノベー

ションも行われていると考えられる｡これらは､基本的に経営者がコスト負担して行

っている｡すなわち､支援組織等の支援を受ける事例であっても､支援は全体の一部

に止まり､ほとんどのコストを経営者が負担して行っていると考えられる｡

中堅･中小企業のオープンイノベーションの課題は､第一に､中堅･中小企業は人

材など社内の経営資源が限られており､イノベーションを行おうとするとオープンイ

ノベーションを行わざるを得ない場合が多いこと｡第二に､オープンイノベーション

を行おうとすると､第2章で考察した4つのPhaseにおいて､ Searchcost､ Monitoring

costを負担しなければならないことである｡

このような課題を解決する政策的な手段として､ ｢イノベーション支援組織｣ ｢産学

官の人的ネットワーク｣等が作られてきた｡次節では､支援組織等が期待された役割

を果たすために必要な条件を考察する｡

第2節　イノベーション支援組織等が役割を果たした事例の分析

本節では､第3章のケーススタディから､第一に､イノベーション支援組織等が役

割を果たした事例における支援内容を分析する｡第二に､外部資源のResearchに関し

て媒介者が支援の鍵となる役割を果たすことがあることから､媒介者が機能する条件

を考察する｡

4-2-1　イノベーション支援組織等が役割を果たした事例の分析

第3章第8節で事例から注目される事実を小括した｡イノベーション支援組織が期

待された役割を果たした事例においては､第一に､経営者と支援者の信頼関係が前提

となっている｡第二に､支援組織､人的ネットワーク､媒介者の支援の中心は､構想

ができあがった後のResearchのPhaseの経営者のSearchcostを低減することである｡

第三に､支援組織等の貢献は､経営者の構想ができあがる前のResearchのPhaseと､

77多くの経営者が､日頃から他社の内部情報を含んだ技術情報を集める努力をしてい

る｡例えば､岩手県庁の佐々木淳氏(2017年現在､岩手県科学ILC推進室長)に拠れ

ば､ INSに長期に参加している企業どうしでは､他社がどのような技術を有しているか

相互に良く知っているとのことである｡
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構想ができあがった後の3つのPhaseでは貢献内容の性質が異なっていることがわか

った｡

このうち､第三のオープンイノベーションにおける経営者の構想ができあがる前の

ResearchのPhaseと､構想ができあがった後の3つのPhaseにおける貢献内容の性質

の違いについて詳述すると､第-に､構想ができあがる前のResearchのPhaseでは､

経営者が広くアイデアや技術を知る78とともに､経営者自身や社内で考え抜くことが

重要である｡前者については､大学や企業で開発されている技術を幅広く知る機会を

得ること､後者については､相互信頼関係がある外部資源との濃密なコミュニケーシ

ョンによって内部情報を一部開示しながらディスカッションすることが､経営者にヒ

ントを与えたり､思考をまとめる助けになったりすることがある｡

本稿の事例では､第一に､内田副社長が橋本教授から精密加工の示唆を受けた事

例､第二に､岩手県のT社のM社長がI NSメンバーである岩手大学の教員から触発

された事例､第三に､本稿のケーススタディではないが､スタック電チ(秩)の田島会

長がTAMA協会に参加して｢視野が広がったことが自分にとって大きい｣と感想を

述べた事例79がこれに該当する｡これらの事例について､金井[1994]のネットワー

クのタクソノミ- (表2.4.1)のフォーラム型とダイアログ型という二つの類型のど

ちらに該当するか考察すると､第一に､橋本教授は､中小企業-の支援を行う前に経

営者と信頼関係を作ることが必要だというマインドセットを持っており､橋本教授が

長を務める産技大の支援組織はダイアログ型に該当すると考えられる｡第二に､岩手

大学の教員と岩手県のT社のM社長はI NSに積極的に参加し､相互信頼関係を築い

ており､この場合のINSの機能はダイアログ型に該当すると考えられる｡また､橋

本教授もI NSも勉強会､研究会を盛んに行っており､フォーラム型の機能も果たし

ていると考えられる｡

経営者のオープンイノベーションの構想ができあがる前のResearchのPhaseの

Searchcostの低減には､第一に､経営者が広くアイデアや技術を知るためにはフォー

ラム型の支援組織が貢献しうる｡第二に､経営者が考え抜く際のディスカッションの

78チェスプロウ(2008, Chesbrough [2008] )の｢同じパートナーだけと結びついている

と外部の情報に対して閉じられ､イノベーションは窒息する｡ Granovetter(1985)のいう

弱い結びつき､異なる情報源-のアクセスを作ると良い(p.301,302)｣という指摘が重要

である｡
79吉田[2015] p.990 2012年､ TAMA協会第三期評価委員会の場での発言｡
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相手としては､ダイアログ型の支援組織が貢献しうる｡オープンイノベーションの文

脈でダイアログ型の支援組織を作るためには､優れた支援者による長期の努力が必要

であり容易ではない｡したがって､構想ができあがる前のResearchのPhaseで経営者

の思考をまとめる場面での支援実績がある支援組織は優れた支援組織であると考えら

れる｡なお､金井[1994]も｢現実のネットワーキング組織には､純化された理念型

の諸要素が混在している｡ (p.341)｣としているように､現実の産学官の人的ネット

ワークは､フォーラム型､ダイアログ型の両方の理念型の要素が内包されつつ運営さ

れている80｡

第二に､構想ができあがった後の3つのPhaseでは､経営者は､必要な技術等のう

ち自分で調達できないものは､ Searchcostをかけてresearch81し､相手人物が信頼でき

るか否か確認し､使用させてくれるよう交渉し､共同してイノベーションを進め､ビ

ジネスモデルを実現することとなる｡このPhaseでのSearchは｢どこにあるのか､そ

もそもこの世に存在するのかもわからないものを探索する｣こととなる｡他方､ ｢そ

の技術的スペックは定義されている｡｣という性質を有している｡

本稿の事例のうち､経営者と強い紐帯で結びついた媒介者の事例､すなわち､昭和

真空と松永氏､京浜工業所と橋本教授の事例では､中堅･中小企業の経営者と強い相

互信頼関係で結びついた上で､構造的空隙の外にある外部資源のSearchに貢献して

いる｡経営者は､外部資源のSearchを依頼するに当たっては､営業秘密(trade

secret)の一部を開示せざるを得ないことが多いため､媒介者に依頼する場合には､

媒介者を信頼できることが前提となる｡したがって､媒介者に求められる資質は､第

一に､経営者と強い紐帯､相互信頼関係で結びつくこと､第二に､技術的スペックが

定義された外部資源のSearchに貢献することであると言える｡また､優れた媒介者

はMarketのPhaseのSearchにも貢献している｡媒介者の条件に係る考察は､次に詳

述する｡

80 INS､ KNSなど主要な人的ネットワークは､繰り返しのコミュニケーションによ

る相互信頼関係を重視するとともに､勉強会､研究会を盛んに行っている｡
81経営者が､ Searchcostを低減させる方法については､第3章第6節参照のこと｡
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4-2- 2　外部資源のResearchに関して媒介者が機能する条件

coleman [1990] (コールマン[2004])は､信頼に関して｢信頼に足る人の場合は

信頼を置く方が大きな利益をもたらし､信頼に値しない人の場合は信頼を置く方が状

態を悪くする｡信頼した結果がわかるまでにタイムラグがある(p.158-160)｣とし､

｢信頼する側が直面する諸要素は､合理的行為者が賭けを行うかどうかを決断する際

に採用する考慮にはかならない｡｣としている(p.160-161)｡媒介者が外部資源の

Researchに貢献しうる条件は､第一に､経営者が媒介者を信頼でき､第二に､媒介者

が経営者に貢献できることであると言える｡

第一の経営者が媒介者を信頼できるかについては､経営者が媒介者の信用情報を

searchして決断し､その後もMonitoringcostを負担することとなる｡経営者が媒介者

を何らかの根拠で信頼できることが重要である｡

第二の媒介者が経営者に貢献できることについては､第一に､媒介者が経営者にも

たらすメリットの期待値が大きいこと､第二に､媒介者に依頼することに係る経営者

の取引コストが小さいことが重要である｡第一のメリットの期待値が大きいことにつ

いては､第一に､必要な研究者や技術の所在を調査する能力があること､第二に､多

様な企業､研究者など外部資源の候補を知っていることなどが重要となる82｡第二の

取引コストについては､第一に､経営者が媒介者に支払う金銭などの直接的対価､第

二に､経営者が媒介者に自らが取り組もうとしているイノベーションについて説明す

るコスト(時間､理解させる手間など)､第三に､媒介者が探索する間､経営者が待

つ時間などがある｡

以上の媒介者となる条件を本稿のケーススタディに当てはめて確認すると､ TAM

A-TLOの松永氏は､第一の経営者が媒介者を信頼できることについては､ TAM

A-TLOの職務に長期間コミットすることにより､ダイアログ型支援組織･産学官

連携の支援組織の事務局の立場で経営者と強い紐帯の関係となっていた｡第二の媒介

者が経営者に貢献できることについては､横河電機で研究開発､営業､品質管理など

を歴任した職歴から､スペックが定義された技術等の情報探索力を有していた｡

産技大の橋本教授は､第一の経営者が媒介者を信頼できることについては､産技大

が中小企業の困りごとに貢献するには､まずは経営者との人間関係を作ることが必要

82この文脈では､ Burt [1992] (バート[2006])の情報収集を効率的に行うネットワー

ク形成の考え方に係る議論も有益である｡
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だというマインドセットをもって､経営者と強い紐帯で結びついた｡第二の媒介者が

経営者に貢献できることについては､優れた研究者として技術情報､企業情報､研究

開発-の取り組み方の知見を有していたことから､技術等の情報探索力を有してい

た｡

また､経営者が媒介者に依頼する際に､同一の人的ネットワークに所属していれば

Monitoringcostは低減する｡人的ネットワークに参加している媒介者は､多様な企

業､研究者など外部資源の候補を知りやすい｡支援組織が単独で存在するよりも､岩

手県の事例のように人的ネットワークと連携して活動する方が､支援組織がより機能

するという経験則83と､本節の考察は整合的である｡人的ネットワークは､媒介者の

条件を身につけようとする支援組織の役職員に対して教材と人的ネットワークを提供

し､媒介者を育成する機能もあると考えられる｡また､非常に優れた媒介者は､人的

ネットワークを創り運営することがある｡日本各地の人的ネットワークの中核には､

優れた媒介者の存在が認められる｡経営者自身も､日頃から他社の内部情報を含んだ

技術情報を集める努力をしている｡これは経営者自身が､媒介者としての機能を高め

る努力をもしていることを意味している｡事実､経営者にとって､他社の経営者が有

力な媒介者たりうることは広く知られている84｡

なお､経営者は媒介者に探索を依頼する場合であっても､自らも並行して探索する

事例が多い｡経営者の探索は探しやすいことから始められ､次第に時間や費用がかか

る探索に移行していき､限界費用が逓増していくと考えられる｡したがって､経営者

は探索しやすい探索は自ら行いつつ､媒介者に探索を依頼することがあると考えられ

る85｡

83第2章第1節で､岩淵[2005]は､ ｢岩手大学と県庁から危機感を持った人たちが自然

発生的に集まり､議論してI NSが発足した｡地域共同研究センターを設置するには､ 3

件程度だった実績を20件以上に増やさなければならず､大学だけでは無理だった｡

(pp.20)｣としている｡その後､ I NSに参加した意識の高い経営者､大学教員､県庁職

員などの有志のコミュニケーションにより､支援組織である岩手大学地域共同研究センタ
ーの利用実績を年間20件以上に増やすことに成功した｡

84例えば､ TAMA協会に参加している東成エレクトロビーム(樵)は､ ｢広域強者連合

ファイブテックネット｣と称して､媒介者として､異種業のネットワークを組み､各社の

強みを連携し､連合体を構築し､共同提案･共同受注を目指している0
http://www.tosei.co.jD/comT)anV仙usiness 03.html　(出典:東成エレクトロビーム

(秩)ホームページから｡ 2017/08/06取得)
85第3章第4節3-2-4で既述したように､昭和真空の事例では､昭和真空は研究開

発型企業であるため､本業の関連技術､関連研究者などの高度な知見を有していたが､松
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第3節　事例に見る支援組織等の役割と役割を果たす条件

本節では､第-に､外部資源のResearchに関して､本稿の事例を､支援組織､人的

ネットワーク､媒介者の支援の有無で分類しながら､支援組織､人的ネットワーク､

媒介者が役割を果たす条件を考察する｡第二に､その考察の結果を､イノベーション

支援組織等が役割を果たす条件を､経営者が支援組織の役職員を信頼できると判断し

やすいこと､経営者が支援組織やその役職員に支援を依頼するメリットがあること､

取引コストが小さいことといった要素に分けて示す｡

4-3-1　事例にみる支援組織､人的ネットワーク､媒介者の役割

本稿の事例を支援組織等の支援の有無で場合分けすると､表3.1.1及び表4.3.1の

｢支援の有無｣の欄のように支援組織､人的ネットワーク､媒介者の支援の有無は8

とおりに場合分けできる｡この場合分けごとに本稿の事例を整理すると､経営者と外

部資源の結び付きは表4.3.1の右欄のように表すことができる｡一部のケースでは､

経営者は媒介者を通じて外部資源と結び付いている｡

表4.3.1の第一､第三のケースでは支援組織は機能している｡第一､第三のケース

ともに､媒介者による貢献が支援の中核である｡典型的な支援は､経営者と外部資源

の間を強い紐帯の連鏡でつなぐことである｡これは､経営者と､経営者がまだ持って

いない情報を持っている人とを､小さなsearchcost､ Monitoringcostで結びつけると

いう支援であり､大きな貢献であると言える｡第一のケースでは､媒介者の行動を人

的ネットワークが支援していると考えられる｡第三のケースでは､ ｢産学官の人的ネ

ットワーク｣として形作られた組織は存在しないが､媒介者は存在し､媒介者の人的

ネットワークが産学官の人的ネットワークと同様の機能を有しているケースであると

解される｡

第二のケースは本稿の事例にはないが､基本的に経営者が自助努力する中で､支援

組織が主催するフォーラム型の人的ネットワークに参加して新しい技術等を学んだ

り､支援組織のファンドを得てオープンイノベーションを行ったりするなど､個別支

援は行われていないが､個別支援以外の支援に関して支援組織が機能したケースと考

えられる｡このケースも支援組織は機能している｡

永氏は昭和真空の本業以外の関連技術､関連研究者に係る情報探索に貢献している｡
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表4.3.1イノベーション支援組織等の支援の有無と経営者と外部資源の結び付き

支援の有無 劍ﾆ8,h､Hﾋﾈﾈｸ-WH*ｲĀĀĀĀĀĀĀ

イノ ベー ション 支援組. 織 伜乂xｪ,ﾉﾉ46ﾈ6(6r8ｸ4媒介者 ĀĀĀĀĀĀ

イノべ- ｲ○ ｲ昭和真空高橋社長､高橋技術本部長-TAM ĀĀĀĀ

A協会-TAMA-TLO松永部長---.荘司 

群馬大学教授 

昭和真空高橋社長､高橋技術本部長-TAM 
A協会-TAMA-TLO松永部長-ワッ 

ティ(秩) 

京浜工業所内田副社長-橋本教授-石島 
シヨン支 劔前学長-TAMA-TLO井深前社長-T 

援組織が 機能して いる 劔AMA-TLO松永部長 

エイワ佐々木社長-ⅠNSメンバーの黒亨軍氏 

ら県庁職員-岩手大学から東北大学に異動した 
千葉教授 

岩手のT社のM社長岩手大学N教授､Mo教 
授､岩手県庁o氏､K氏 

○ ��ｲ�× ��

○ ○ 仍餬ﾈﾔ鮎h>69Yｸ+rﾘｻIgｸｻ8ﾘ掠RĀĀĀĀĀĀĀĀ
准教授､舘野准教授､村尾助教(いずれも当時) 

イノベー ション支 援組.織が 機能しな い ｲ×  ĀĀĀĀ

経営者が ����○ ��ｲ� 

× ��ｲ�× ��

× ○ ﾙnﾈ4ﾘ5ｸｧ闔H+rﾒﾒ籀圸ｨｻ8ﾘ圸ｨｻ2ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

授の共同研究者 

自助努力 している 劔修電舎-瀬社長---東京の大学教員---活性 

酸素によって食品残ラ査等を減容する技術を有する研 

× × ﾙnﾈ4ﾘ5ｸｧ闔H+rﾒﾒﾘ圸ｨｻ8ĀĀĀĀĀĀĀĀ
岩手のT社のM社長---インターネット-.-大手電 

機メーカーのスマートフォン開発部署 

出典:各社ヒアリングから著者作成｡

第四のケースは､支援組織は存在するが､支援が行わていないケースである｡

第五から第八のケースは経営者が自助努力しているケースで､第五､第六のケース
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は､経営者が人的ネットワークに参加し､自己資金で産学官連携による共同研究開発

を行うなどのケースである｡第七のケースは､経営者と信頼関係を構築した人が媒介

者の役割を果たすケースである｡第八のケースは､いずれの支援も受けなかったケー

スである｡既述したように､中堅･中小企業のイノベーション全体の中では一般的と

考えられる｡

以上のように､イノベーション支援組織が機能しているかに着目すると､支援組織

が機能しているケース､イノベーション支援組織が機能しないケース､経営者が自助

努力しているケースの3つのケースに分けることができる｡

第四のケースの中に｢なぜ､多くの支援組織及びその役職員は､経営者に貢献でき

ないのか｣という本稿のリサーチクエスチョンの重要な一部-の答えがあるはずであ

る｡その状況を考察すると､第-に､支援組織の役職員に媒介者の機能を果たす者が

いないケースである｡具体的には､地域に｢産学官の人的ネットワーク｣があっても

それに参加しない｡地域に｢産学官の人的ネットワーク｣がない場合に､自分から企

業や大学教員に積極的に関わって人的ネットワークを作ることをしない｡イノベーシ

ョンに関して知識､意欲､経験がなく､長く在籍しても知識､経験が蓄積されない｡イ

ノベーションに向けた協働活動にコミットしない｡経営者が頼みごとをしてもなかな

か返事をしてこないなど､前述の媒介者が機能する条件を満たさないケースが考えら

れる｡

第二に､支援組織は存在するので､イノベーション支援の助成メニュー(補助金､

出資､融資など)の仕組みを有し実施しているが､役職員がイノベーションに積極的

に関わろうとする姿勢ではないので､申請があれば事業要項に照らして審査し､基準

を満たせばファンドを出すといった要請主義的､官僚的な仕事ぶりになっていて､経

営者等から利用されないケースが考えられる｡

第三に､支援組織の役職員が､媒介者となるための知識､経験を蓄積する時間を持

てず､経営者や大学教員などのイノベーションの担い手に対して､中長期に協働して

いくことをコミットできないケースが考えられる｡具体的には､行政からの出向者で

あれば人事異動で､任期付き採用職員であれば任期で役職から離れるため､数年しか

その職にいないことが決まっているなどのケースである｡

イノベーションを含むビジネスモデルが初期投資等による累積損失を解消して黒字

化するまで､特に､工業･ものづくり系では多くの年数を必要とすることが多い｡エ
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イワの事例では､ 2001年から本稿執筆時(2017年)までの長期間にわたり､産学官

連携プロジェクトを行政がフォローしている｡数年しかその職にいないのでは､どの

ように優秀な人でも､オープンイノベーションを支援することは困難と言える｡

第四に､支援組織の役職員が情報探索したり､人的ネットワークを作ったりするこ

とを自ら抑制しているケースである｡コーディネーター86等を含む役職員に対して

｢出張などをあまりせず､オフィスに居るように｣規則や予算で律したり､指導した

りしている例を聞く｡そのような運用では､支援組織に媒介者を持つことは困難であ

ると考えられる｡

2000年代に作られた支援組織で現存しないものは､運用経費を得られなくなって

廃業したケースが多いと考えられるが､その要因のひとつとして地域のステークホー

ルダーからの評価が得られず､行政や民間からのファンドを継続的に得られなかった

ことが考えられる｡地域での評価が得られなかった理由は､イノベーション支援の結

果が出なかった､費用対効果が評価されなかった等が考えられるが､上記のようなケ

ースでは地域での評価を得ることは困難であったであろうと考えられる｡

4-3-2　イノベーション支援組織等が役割を果たす条件

先行研究レビュー､ケーススタディを踏まえて､イノベーション支援組織が期待さ

れた役割を果たすために必要な条件を考察する｡考察に当たっては､第一に､ ｢な

ぜ､経営者は独力でイノベーションを行い､支援組織を利用しないのか｡｣､第二に､

｢なぜ､多くの支援組織､及びその役職員は､経営者に貢献できないのか｣という2

当事者からの視座に分けて考察する｡

4-3-2-1　なぜ､経営者は独力でイノベーションを行い､支援組織等を利用し

ないのか｡

｢なぜ､経営者は独力でイノベーションを行い､支援組織を利用しないのか｡｣と

いう問いについては､前述の媒介者が機能する条件に係る考察を応用できる｡第一に

信頼､第二にメリットの期待値､第三に依頼することに係る取引コストである｡

86コーディネーターという役職が多くの支援組織に見られる｡本稿の媒介者の機能を含

む役割が期待された役職であると考えられる｡ただし､コーディネーターという役職にあ

る人たちが､本稿の媒介者の条件を満たしている保証はない｡
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第一の信頼については､経営者が支援組織の役職員を信頼するためのMonitoring

costを小さくする必要がある｡また､経営者が必要があれば支援組織を利用しようと

いうマインドセットを持つことも重要である｡

第二のメリットの期待値については､第-に､技術調査のため､必要な研究者や技

術の所在を調査する能力があること､多様な企業､研究者など外部資源の候補を知っ

ていること､第二に､イノベーション支援のため､研究開発の進め方､ファンドの情

報､ファンド獲得のノウハウ情報などを知っていることなどが必要となる｡

第三の依頼することに係る取引コストについては､第一に､経営者が支援組織に支

払う金銭などの直接的対価が過負担でない必要がある｡第二に､経営者が支援組織の

役職員に自らが取り組もうとしているイノベーションについて説明するコスト(時

間､理解させる手間など)､支援組織が探索する間､経営者が待っ時間その他の依頼

することに伴う取引コストを小さくする必要がある｡これらにより､経営者にとって

支援組織を利用することにメリットがあり､かつ､経営者自らが同じことを行うより

も依頼した方が良いと考える状態を作ることが必要である｡そのためには､経営者に

貢献する力を研鐙するとともに､ 4-2-3の支援組織が機能しないケースで考察し

た｢イノベーション支援組織が機能しないケース｣に該当しないよう努めることが必

要と言える｡

これらを平易に言い換えると､経営者が支援組織やその役職員に支援を依頼する条

件は､第一に､支援組織の役職員が､長期に支援にコミットし､周囲の評判も良いな

ど､経営者が信頼できると判断しやすいこと｡第二に､研究者情報､技術情報などに

詳しく､必要な技術､研究者､パートナー企業候補などを見つけ出し､提案してくれ

る｡研究開発の進め方､助成金情報､助成金獲得ノウハウなどに詳しく､適切なもの

をいろいろな引き出しからすぐに取り出して教えてくれる｡など､経営者が支援組織

やその役職員に支援を依頼するメリットがあること｡第三に､コンサルタント料が中

堅･中小企業にとって支出できないほど高額でない｡経営知識､技術知識があって､

経営者との会話がスムーズで飲み込みが早く､一度言ったことは覚えているなど､コ

ミュニケーションしやすい｡仕事がスピーディで､報告･連絡･相談がまめ｡など､

経営者が支援組織やその役職員に支援を依頼する取引コストが小さいこと言える｡
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4-3-2-2　なぜ､多くの支援組織､及びその役職員は､経営者に貢献できない

のか

｢なぜ､多くの支援組織､及びその役職員は､経営者に貢献できないのか｣につい

ては､ 4-2-3の支援組織が機能しないケースで考察した｡貢献するための条件の

要旨は､第-に､経営者と相互信頼関係を結ぶことであるo　このためには､支援組織

の役職員のマインドセットも重要である｡第二に､支援組織の役職員が､要請主義

的､官僚的な仕事ぶりではなく､経営者の要望を受け止め､対応することである｡特

に､経営者のオープンイノベーションの構想ができあがる前のResearchのPhaseの

Searchcostの低減に貢献するためは､ダイアログ型支援組織である必要がある｡第三

に､スペックが定義された技術等のResearchに貢献する能力を研鋳することである｡

本稿のケーススタディにおける典型的な支援は､経営者と外部資源の間を強い紐帯の

連鎖でつなぐことであった｡これは､経営者と､経営者がまだ持っていない情報を持

っている人とを､小さなsearchcost､ Monitoringcostで結びつけるという支援であ

り､効用が高い｡このような経営者が高い効用を得られるような支援ができるように

研鎖を積む必要がある｡このようなオープンイノベーション支援は､経営指導や融資

といった従来の中小企業支援策等とは異質であり､別に習得する必要がある｡

上記を達成するために､第四に､外の人的ネットワークを積極的に作り､外の情報

に按することである｡第五に､長期間､イノベーション支援にコミットすることであ

る｡第六に､産学官の人的ネットワークに積極的に参加することである｡ ｢イノベー

ションの支援組織｣が単独で存在するよりも､ ｢産学官の人的ネットワーク｣と連携

して活動する方が､支援組織がより機能することは岩手大学の事例などで経験的に知

られてきたが､本稿の媒介者の条件に係る考察からも裏打ちされたと考える｡既述し

たように人的ネットワークは､媒介者を育成する機能があると考えられるので､経験

年数の浅い支援組織の役職員は､上記の研鐙を積むとともに､産学官の人的ネットワ

ークに積極的に(懇親会まで)参加して､経営者や大学教員などイノベーションの担

い手と相互信頼関係を作る(ダイアログ型の人的ネットワークを作る)べきであると

言える｡

4-3-2-3　なぜ､民間･市場に任せないで支援組織等を作るのか

中堅･中小企業がオープンイノベーションを行う際に､支援組織等の支援を受ける
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こともできるが､民間のコンサルタント会社等から必要な情報を買うなどの対応もで

きる｡このことは､支援組織等の機能の一部は､情報を売買する民間のコンサルタン

ト会社等と機能が同じであることを示していると言える｡後者が市場の中の経済活動

として成立しているのに対し､前者は公的部門､大学､産業団体などのパブリック､

非営利を基本とする活動である｡また､人的ネットワークと民間のコンサルタント会

社等の活動を比較すると､前者が共通理念をもったボランティアの活動によって情報

を流通させたり､人をつないだりしているのに対し､後者が情報･信用を､対価を得

て売買するところが異なっている｡

なぜ､ search､ Monitoringを市場に任せないで､支援組織､人的ネットワーク､媒介

者といったパブリック､非営利の組織にも行わせるのか､それは必要なのか､民業圧

迫ではないのかという論点については､議論が分かれるところである｡この議論を深

めることは本稿の対象ではないが､なぜ2000年代以降､政策当局者が支援組織､人的

ネットワーク､媒介者を作ってきたかという経緯を振り返ると､第一に､シリコンバ

レー模倣策(cloningSiliconValley)を､日本を含めた世界各地で志向した経緯がある｡

シリコンバレーではベンチャー･キャピタル(VC)を中心とするコンサルタント､弁

護士事務所等が市場の中で収益を上げる経済活動として成立したのに対し､米国の他

の地域を含む各国のシリコンバレー模倣策は市場の中で収益を上げる経済活動として

継続的には成立せず､公的部門の支援や共通理念をもったボランティアの活動も必要

であった｡第二に､地域産業支援策､中小企業支援策には､従来から日本を含む各国

において､公的部門の支援や関係ボランティアの活動87が容認されてきており､その政

策の延長として各種のイノベーション支援事業､支援組織が作られてきた経緯がある

と考えられる｡

中堅･中小企業のオープンイノベーション支援を民間コンサルタント会社が受託す

87第3章第2節｢3-2-3-2　支援者-の追加インタビュー　ーTAMA-TLOの

松永氏-｣で､松永氏自身がモチベーション高く活動している動機として以下のように述
べている｡ ｢金銭面に関して､定年後に職があり収入があることはありがたい｡企業の現

役時に比べて労働条件が楽だ｡短期的に忙しいときは苦しいが､ふだんは趣味的に仕事を
させていただいているので､苦しいと思ったことはない｡企業の現役を離れ､企業の厳し
い予算から解放されている身分が､コンサルタントとして役立ち､評価されることにつな

がっていると考える｡この業務は､定年後の職業に向いていると思う｡メーカーの技術部

門､マーケテイング部門で長く勤めていた経歴で､幅広く勉強することに抵抗のない技術

者には､定年後の仕事として本業務は向いている｡このような仕事の仕方を許してくれる
TAMA-TLOという支援組織が世の中にあることも重要だと考える｡｣
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ると､手間もかかり､期間も数年以上かかるので高コストとなる｡中堅･中小企業は

高額のコンサル料は支払えない場合が多いことが想定される｡他方､民間コンサルタ

ント会社が中堅･中小企業のオープンイノベーションに係るコンサルタント等を志向

すると､採算が取れない場合が多いことが想定される｡このように､市場原理に委ね

ると､中堅･中小企業のオープンイノベーションは､支援すればコスト以上のメリッ

トを社会にもたらす可能性があるにも関わらず支援されないという市場の失敗が起こ

りうる｡これを補完するのが支援組織等であると考えることができる0

中堅･中小企業のオープンイノベーションに係るコンサルタント等を志向した人た

ちの中には､支援組織に就職したり､支援組織から委託を受けてコーディネート業務

を行ったりしている人もおり､支援組織に雇用されるコンサルタントも重要であると

考えられる｡また､現役を退いたシニア人材が支援組織に就職したり､支援組織から

委託を受けてコーディネート業務を行ったりしている例が各地の支援組織で見られる｡

本稿の松永氏の事例のように､金銭など外発的モチベーションだけではなく､内発的

モチベーションによって中堅･中小企業のオープンイノベーションの支援が行われれ

ば､市場の失敗を補完すると考えることができる｡

4-3-2-4　イノベーション支援組織等が役割を果たす条件

経営者､支援組織の役職員という2当事者の視座からの以上の考察を､内容によっ

て整理すると次の表4.3.2のように表すことができる｡

表4.3.2　イノベーション支援組織等が役割を果たす条件

項目 86ﾘ7ｸ5h8x98辷yI9ｩoｨH/惠+ﾘ+xﾈĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

経営者が支援組 xｯｨ,倡x,(7(6x+ZH鈷,ﾉUﾙKｸ.|x*(,zHﾆ8ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

織の役職員を信 ｨ辷yH,ﾉoX醜/ﾙxｨ,X*ｸ.iKｹ&h+X.(+x*&ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

頼できると判断 佝8H辷yH,ﾉoX醜,ﾈ7ﾘ48986ｨ6(6x.wh,X*ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

しやすい �.��ｲ�

経営者が支援組 侈Hｸh饑Hｵｨ饑,x,ｨ+X*ﾚITｹwh,扱ｨHﾊHｸbĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

織やその役職員 倆*H7ｸ6x6ｸｮ仂hﾏ9^(,x/ﾊ(*ZI/粂+X,H*ﾘ.｢ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

に支援を依頼す 薬òĀ
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るメリットがあ 傚Yﾈｾ饑Hﾈｾｦﾉ;ﾘ4X6X,x,ｨ+X*ﾚI4ｹĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

る ﾈ/*(.ｸ*(.ｸ,ｸ+X*x+x*偃h.因X,Hｻ8*h,H*ﾘ.｢ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

るo 

経営者と､経営者がまだ持っていない情報を持っている人 

とを強い紐帯の連鎖でつなぐo 

経営者がオープンイノベーションの構想を作る前の試行錯 

誤のPhaseで､ディスカッションの相手役になり､視野を 

広げたり､ヒントを与えたり､勇気づけたりするo 上記のメリットを経営者に提供するため､ 

技術的スペックが定義された外部資源のResearchに貢献す 

る能力を研鎮するo 

外の人的ネットワークを積極的に作り､外の情報に接す 

る○ 

長期間､イノベーション支援にコミットする○ 

産学官の人的ネットワークに積極的に(懇親会まで)参加 

して､経営者や大学教員などイノベーションの担い手と相 

互信頼関係を作る○ 

経営者が支援組 冽iXｶ4唏ｪｹ4域H馼-H.X,ﾘ,ﾚHﾆ8,ﾉwieﾘ/ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

織やその役職員 假8*��-ⅹ�陌�+x.薬�

に支援を依頼す 佝9&ﾘHｵｨ&ﾘ*ｨ*,,JHﾆ8,h,ﾈ檠*ｨ5ｸ5ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

る取引コストが X序-ﾘﾙﾘ*ｩ*ﾚH自7依+ﾘ+,h,ﾘｦh,H*(.薬ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

小さい 俶H馼*ｨ58ｸ6h4(,ZI_ﾙ驗xﾒｩ&ｸ*ｨ-ﾈ-X*.ｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

コンサルタント料が中堅.中小企業にとって支出できない 

ほど高額でないo 

支援組織を機能 佝8,8ｨ6(6x//ｹZHﾆ8,ﾈ竧処5(5x*ｨ抦+8*"ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

させるマネジメ ﾈ/H辷yH,ﾉoX醜,h+X,HﾜﾉwIﾉx.薬ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

ント 冩X醜*ｨﾆ8,8ｨ6(6x//ｹx.ﾘ-ﾉ&ﾘﾊ帝Eﾉ|ﾘ,ﾂĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

向上を支援し､阻害しない○ 
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要請主義的､官僚的な仕事ぶり､報告･連絡･相談をまめ

にしないなど､経営者の取引コストを大きくするような業

務態度を許容しない｡

人事異動や任期で役職員を数年で替えない｡長期にイノベ

ーション支援にコミットさせる｡

コーディネーター等を含む役職員に対して｢出張などをあ

まりせず､オフィスに居るように｣規則や予算で律した

り､指導したりしない｡

どのような場合

に優れた支援組

織であると言え

るのか

媒介者の役割を果たすことができる人がいて､長期にイノ

ベーション支援にコミットしている｡

構想ができあがる前のResearchのPhaseで支援実績があ

る｡

MarketのPhaseで支援実績がある｡

オープンイノベーションの4つのPhaseを一貫して支援し

た実績がある｡

出典:各社ヒアリングから著者作成｡

以上
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終章　要約と今後の課題

第1節　要約

5-1-1　オープンイノベーション､ビジネスモデル､外部資源､媒介者の関係

オープンイノベーションは､経営者がビジネスモデルを考え､それが社内の経営資

源だけでは実現できないときに始まる｡

経営者が考えたビジネスモデルに外部資源が必要な場合､経営者はその外部資源を

searchする｡その外部資源のスペックは､ビジネスモデルによって定義されている

ため､その外部資源に該当する経営資源が世の中に存在するか否かもわからない場合

であっても､どのような外部資源が必要かはビジネスモデルができた時点で経営者に

とって明らかになっている｡

ビジネスモデルを実現するために必要な外部資源を見つけ､パートナーとなり､と

もにビジネスモデルを実現して得られる利益の期待値が､ビジネスモデルを実現する

ための取引コストの期待値よりも大きければ､経営者はその外部資源をsaerchする

ことが合理的となる｡本稿では､そのsearchには､経営者が自らの努力で行う場合

と､経営者が媒介者にsearchを依頼し､媒介者が重要な役割を果たす場合があるこ

とを発見した｡事例の分析から､外部資源とともにビジネスモデルを実現するための

取引コストには､外部資源を探すsearch costと外部資源が機会主義的行動をとらな

いか監視するmonitoring costがあることを明らかにした｡

経営者自らの紐帯･人的ネットワークだけではsearchの範囲は限られるので､外

部資源に到達する可能性も限られる｡媒介者を通せばsearchの範囲は広がるので､

外部資源に到達する可能性も高まる｡しかし､可能性を高めるメリットと引き替え

に､媒介者に係る取引コストを支払わなければならない｡媒介者に係る取引コストに

も､媒介者を探すsearch costと､媒介者が機会主義的行動をとらないか監視する

monitoring costがある｡媒介者の紹介で必要な外部資源を見つけ､パートナーとな

り､ともにビジネスモデルを実現する場合も､上記と同様に外部資源とビジネスモデ

ルを実現するための取引コストを支払わなければならない｡

経営者から外部資源に至る人的ネットワークは､経営者と外部資源との直接の1つ

の紐帯で結ばれる場合や､媒介者を通じて複数の紐帯で結ばれる場合がある｡経営者
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がビジネスモデルを実現するための取引コストには､経営者と外部資源との間の紐帯

の強さ､弱さが影響する｡一つ又は複数の弱い紐帯で結ばれた場合は､外部資源やそ

れに至る媒介者を探すsearch costと､外部資源や媒介者が機会主義的行動をとらな

いか監視するmonitoring costからなる取引コストは高くなる｡一つ又は複数の強い

紐帯の連鎖で結ばれた場合は､上記のsearch costとmonitoring costからなる取引

コストは低くなる｡弱い紐帯､強い紐帯が混じった紐帯の連鎖で結びついた場合は､

他の条件が一定であれば､前二者の中間になる｡本稿では､ケーススタディから､経

営者と外部資源との構造的空隙を埋めるパターンとして､第一に､経営者本人による

場合､第二に､弱い紐帯の媒介者による場合､第三に､強い紐帯の媒介者による場合

の3つのパターンがあることを発見した｡

本稿では､経営者と外部資源が弱い紐帯､強い紐帯のネットワークで結びつくとい

うネットワーク論と､結び付きのための取引コストを考察する取引コスト･アプロー

チを組み合わせることで､オープンイノベーション､ビジネスモデル､外部資源､媒

介者の関係を考察する新たな枠組みを提示することができた｡先行研究では議論が及

んでいない紐帯の弱さ､強さが経営者の取引コストに影響するという事実を､事例の

分析から発見した｡

また､オープンイノベーションは社内研究開発などの内部資源がしっかりしていな

いとうまくいかないとのチェスプロウの指摘88を本稿の各事例で検証した｡経営者と

工学系の大学教員が強い紐帯で結びつくには､両者のマインドセットが重要であるこ

とも事例から明らかとなった｡

5-1-2　中堅中小企業のオープンイノベーション､ビジネスモデルに対してイノ

ベーション支援組織等が果たした役割

経営者がビジネスモデルを考え､必要な外部資源をsearch L､オープンイノベー

ションを外部資源であるパートナーとともに実行し､利益を上げるという過程には､

構想ができあがる前のResearch､構想ができあがった後のResearch､ Development､

及びMarketという4つのphaseがあることを事例の分析から発見した｡イノベ-シ

88チェスプロウ(Chesbrough, 2003､ 2006) (p.199)
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ヨン支援組織､産学官の人的ネットワーク､媒介者などの支援組織等は､この4つの

phaseの各々でその役割を果たす可能性がある｡

構想ができあがる前のResearchは､経営者が､社内外からのアイデアや技術シー

ズをResearch L､思考を深め､試行錯誤してビジネスモデルを構築するphaseであ

る｡アイデアや技術シーズのResearchは､従来のビジネスの延長で考えられる場合

もあるが､経営者にとって何が新たなビジネスモデルの構築に結びつくかわからない

暗中模索のプロセスになる場合もある｡このphaseでは､支援組織等が行う技術展示

会､セミナーなども経営者のResearchの一助になっていると考えられる｡工学系の

大学教員が技術シーズを提供した事例もあった｡

経営者のビジネスモデル構築のための思考､試行錯誤に関しては､優れた工学系の

大学教員が､研究開発の動機､方向性について触発したり､産学官の社外の人たちと

の会話が視野を広げたりした事例があった｡貢献した工学系の大学教員は､優れた技

術､見識を有していた｡いずれの事例も､その経営者と支援者は強い紐帯で結びつい

ていた｡

イノベーションの構想ができあがった後のResearch､ Development､及びMarket

という3つのPhaseは､ビジネスモデルに基づいてオープンイノベーションを実行す

るPhaseであり､構想ができあがる前のResearchに比べて目標は明確である｡

構想ができあがった後のResearchにおける支援組織等の貢献は､本稿の6事例中

5事例で見られた｡中堅中小企業のオープンイノベーションに対する支援組織等の一

般的な支援は､経営者の構想ができあがった後にスペックが定義された技術等の

Researchに貢献することであることを発見した｡事例から確認できた事実は､支援

組織等に属する媒介者が介在して､経営者から構造的空隙の先にある外部資源に､人

的ネットワークのいくつかの強い紐帯を経由してつながることがある｡大学教員は､

工学などの専門領域で技術マッチングを行う媒介者の機能がある｡優れた媒介者は､

イノベーションを含むビジネスモデル全体を見通して対応する力､情報探索力､人的

ネットワークを有し､経営者のSearch cost､ Monitoring costの低減に貢献する｡

個人の信頼だけでなく大学､支援組織等といった組織､属性などに対するマクロ信頼

も助けになる｡弱い紐帯として､インターネットの役割が重要である｡などの事実で

ある｡
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Developmentのphaseでは､経営者と外部資源とでビジネスモデルに基づいて開発

が行われる｡支援組織等や所属する媒介者が開発資金のファンド獲得の取引コストの

低減に貢献した事例があった｡大企業からの研究者のSpin outが中堅･中小企業の

オープンイノベーションを促した事例もあった｡

Marketのphaseでは､優れた工学系の大学教員が､製品購入候補者となる大手企

業をオープンイノベーションのプロジェクトチームに加えることに貢献した事例があ

った｡受注型企業が自社製品を開発する場合､自らが得意とするMarket以外の新た

なMarketに売り込まなければならないので､支援組織等が貢献する余地はあるはず

であるが､本稿の調査では1事例でしか観察されなかった｡

以上の支援組織等が果たした役割を､ 5 - 1 - 1の議論の整理に基づいて要約する

と､第一に､経営者がビジネスモデルを考えることに貢献すること｡第二に､経営者

を､ビジネスモデルを実現するために必要な外部資源に結びつけること｡第三に､経

営者と必要な外部資源を､できるだけ強い紐帯の連鎖で結び付けることにより､取引

コストを低く抑えること｡であると整理できる｡

5-1-3　イノベーション支援組織等が役割を果たすための条件

上記の支援組織等が果たした役割の整理から､支援組織等が､中堅中小企業のオー

プンイノベーションを支援するという役割を果たすための条件は､表4.3.2に示した

ように､第一に､経営者が支援組織の役職員を信頼できると判断しやすいこと､第二

に､経営者が支援組織やその役職員に支援を依頼するメリットがあること､第三に､

経営者が支援組織やその役職員に支援を依頼する取引コストが小さいことと言える｡

また､支援組織を機能させるマネジメントの条件､どのような場合に優れた支援組

織であると言えるのかも併せて示した｡

以上のような理解に基づいて､支援組織等に対する提言の試みを第4章第3節で行

った｡
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第2節　今後の課題

本稿では､工業･ものづくり系の中堅中小企業のオープンイノベーションの6事例

を分析し､ネットワーク論と取引コスト･アプローチを組み合わせることで､オープ

ンイノベーション､ビジネスモデル､外部資源､媒介者の関係を考察する新たな枠組

みを提示した｡しかし､この枠組みで､本稿の事例以外の工業･ものづくり系の中堅

中小企業の事例も同様に分析､整理できるのかについては保証されていない｡今後も

事例研究を継続し､本稿の枠組みが中堅中小企業のオープンイノベーションの分析､

整理の枠組みとして適切か検証し､必要があれば改善していきたい｡

また､研究を進め､工業･ものづくり系の中堅中小企業のオープンイノベーション

とその支援に関して一定の理解がなされたら､既存統計の活用や新たなアンケート調

査によって､統計的に本稿の枠組みの検証を試みたい｡

さらに､本稿の枠組みは工業･ものづくり系の中堅中小企業のオープンイノベーシ

ョンの事例から考察しているが､他の業種にも適用できるのか検証を試みたい｡ま

た､大企業のオープンイノベーションの事例が､本稿の枠組みで分析､整理できるの

かについても検証を試みたい｡
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者育成塾の関係で､関満博一橋大学名誉教授のご指導を受けた.私に専修大学経済

学研究科の受講を奨めてくださったのも関先生であった｡

本稿を執筆するに当たっては､本稿の事例でインタビューにご対応いただいた皆さ

まをはじめ多くの経営者､実務家､産学官連携に携わる研究者の方々に貴重なお時間

を割いていただいた｡私の調査手法から､長時間にわたるインタビュー調査や､企

業､工場のご案内､許される範囲内での写真撮影､私の誤解､記述のチェックなど､

多大なご協力をいただくこととなった｡

組織学会九州支部では､清宮徹　西南学院大学文学部教授に､ 2017年3月､本

稿の一部に係る発表の機会をいただき､高橋正泰　明治大学経営学部教授､福原

康司　専修大学経営学部准教授をはじめ諸先生方から貴重かつプロダクテイブなコ

メント､ご示唆､励ましを数多くちょうだいした｡

2015年10月に採用された宮崎大学では､教授及び2016年4月設置の地域資源創

成学部の学部長の職を拝命した｡学長はじめ役員､同僚､職員のご協力を得て､博士

課程後期の学修と大学の業務を両立させることができた｡私が上京したり､インタビ

ューに出かけたりする際に､関係の教職員の皆様に温かくフォローいただいた｡大学
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教員となったため､インタビュー､先行研究レビューなどの研究に､行政官の時より

も時間を多く自由に使うことができるようになったことは幸いであった｡

1984年から2015年まで勤務した通商産業省･経済産業省､ 1992年から1994年ま

で通商産業省から出向した岩手県庁､ 2000年から2001年まで在籍した関東経済産業

局､ 2003年から自主的に参加した地域産業おこしの会､後継者育成塾､ 2005年から

参加しているKNS､ 2015年からの宮崎県内､大分県佐伯市はじめ九州地域などの

関係で､ともに仕事をしたり､意見交換したりしてきた古くからの友人､新しい友人

たちからは､現場感覚､時代の流れ､問題意識､考えるヒント､研究に行き詰まった

時の癒やしなどをふんだんにいただいた｡それは今も続いている｡

妻､子供たちは､それぞれに多忙な中､私の行政官から大学教員-の転職､東京か

ら宮崎-の単身赴任という家庭環境の変化を受容し､宮崎を訪問してくれたり､スマ

ートフォンのビデオ通話機能で団らんしてくれたり､上京した際に一緒にくつろぐな

ど引き続き支えとなってくれている｡

ここに記して心から感謝申し上げる｡
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巻末資料

巻末表1　表彰等を受けた産学官民コミュニティ

①内閣府産学官連携功労者表彰で表彰された産学官民コミュニティ

岩手ネットワークシステムは､ 2003 (平成15)年内閣府産学官連携功労者表彰で

経済産業大臣賞を受賞した｡内閣府産学官連携功労者表彰は､ほとんどが開発､製

品化案件が受賞しているが､産学官民コミュニティ及びその可能性があるものが受

賞した例を確認する｡

2003 (平成15)午

経済産業大臣賞INS(岩手ネットワークシステム)

｢INS (岩手ネットワークシステム)による地域産学官連携活動｣

岩手県の科学技術と産業振興を図るため､会員の共同研究グループの育成や企業講

座､科学技術普及の公開講座･講演会等を開催｡地場企業の技術開発､新産業の創

出に向けた環境･基盤づくりに大きく貢献｡岩手地域において､地域産学官のネッ

トワーク構築を進め､新産業創出に向けた環境･基盤づくりに成功｡地域産学官連

携の最も優れた事例として地域経済活性化に多大なる寄与｡

2004 (平成16)午

経済産業大臣賞　｢飯塚(e-ZUKA) TRY VALLEY構想の推進｣飯塚市長

江頭貞元　九州工業大学長下村輝夫　近畿大学産業理工学部長菊川清

｢日本一創業しやすい街｣づくりを掲げ､ベンチャー企業が次々と誕生｡また､

九州シリコンクラスター計画(九州経済産業局)､シリコンシーベルト構想(福岡県)

及び知的クラスター創成事業(文部科学省)と協働･連携し､具体的成果を生み出

すイノベーションサイクルを構築し､クラスターのモデル地域を形成している｡

2005 (平成17)午
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文部科学大臣賞　知的クラスター創成事業｢長野･上田スマートデバイスクラスタ

ー｣財団法人長野県テクノ財団　遠藤守信信州大学工学部教授　谷口　彬雄　信

州大学繊維学部教授

信州大学と県内の開発型企業との連携により､大学におけるナノテクノロジーを

実用レベルに具現化し､超微細･高機能デバイスやその応用商品群を創出するもの

である｡クラスターの核ができはじめており､地域コミュニティ-の波及効果も見

られると同時に､特許出願件数や事業化実績も当初目標を上回る成果をあげている｡

また､更なる事業化推進に向けた研究課題の重点化･絞込みも図られており､今後

一層の成果創出が期待される｡

2006 (平成18)午

文部科学大臣賞　知的クラスター創成事業｢浜松オプトロニクスクラスター｣石村

和清財団法人浜松地域テクノポリス推進機構理事長　用人祥二静岡大学電子工

学研究所教授　寺川進浜松医科大学光量子医学研究センター教授

知的クラスター創成事業｢浜松オプトロニクスクラスター｣は､静岡大学､浜松

医科大学と地域の開発型企業等との連携により､大学のシーズである画像科学や光

医学を活用し､次世代の産業･医療を支えるイメージングデバイス等を開発して､

国際的に優位性のあるクラスターの形成を目指すものである｡このような取組の結

果､その成果として､事業開始から4年の間に､当初の目標を大きく上回る特許出

願数や学術論文数等の実績が上がるとともに､事業化に向けた研究開発が急速に進

展している｡今後も､産学官連携による取組を強化し､さらなる技術革新とそれに

伴う新産業の創出を通じて､国際的に優位性のあるクラスター-と発展していくこ

とが期待される｡

2007 (平成19)午

文部科学大臣賞　｢九州広域クラスター｣ (システムLSI設計開発拠点の形成)の推

進　麻生　渡　九州広域クラスター本部会議議長､福岡県知事　安浦　寛人　九州

広域クラスター福岡地域研究統括､九州大学システムLSI研究センターセンター長

国武　豊喜　九州広域クラスター北九州学術研究都市地域研究統括､北九州市立大
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学副学長

アジアのシステムLSI設計開発拠点を福岡県内に構築することを目的とした｢シ

リコンシーベルト福岡構想｣の実現を目指し､麻生九州広域クラスター本部会議議

長の強力なリーダーシップのもと､福岡地域と北九州学術研究都市地域が連携した

九州広域クラスターの形成を推進｡両地域の大学等が有するシステムLSIとマイク

ロ･ナノ技術に関する知的集積を生かし､地域内外のベンチャー企業や大手･中堅

企業などと共同研究を実施した｡このような取組みの結果､数多くの研究成果が製

品化や事業化に結びつくとともに､福岡県内のシステムLSI設計関連企業の集積が

当初の5倍となる110社に達するなど､クラスター化が大きく進行した

経済産業大臣賞　TAMAプロジェクト広域的な産学官+金融の連携による研究開発

から製品化･販路開拓までの一貫した連続的支援体制の整備　古川　勇二　社団法

人首都圏産業活性化協会会長　井深　　丹　タマティーエルオー株式会社代表取

締役社長　山崎正芳　西武信用金庫理事長

社団法人首都圏産業活性化協会(TAMA協会)とタマティーエルオー株式会社

とが協働により推進する､地域の大学等と企業との産学連携による研究開発や事業

化を強力にサポートする取組みは､全国のクラスター事業の先駆け的･モデル的存

在となっている｡更に､従来の産学官連携に加えて､会員金融機関の西武信用金庫

を中心とした出資によりTAMAファンドを創設し､金融支援を充実したほか､販路

開拓コーディネーター等による海外展開を含めた販路開拓支援も充実させ､シーム

レスな事業化-の支援体制を整備し実績をあげており､ TAMA協会の会員数は

年々増加を続けている｡

2008 (平成20)午

文部科学大臣賞　函館マリンバイオクラスター形成の推進　米田　義昭　財団法人

函館地域産業振興財団　副理事長　山内　略平　愛媛大学　社会連携推進機構特命

教授､南予水産研究センター　センター長(元北海道大学　副理事､創成科学共同

研究機構　副理事長)宮嶋克己　公立はこだて未来大学共同研究センター　産学

官連携コーディネーター　　　　　(元北海道立工業技術センター　研究開発部長)
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函館市では､平成15年に｢函館国際水産･海洋都市構想｣を策定し､豊富な水産

資源を有する特性･優位性を基盤にして､産学官連携により地域水産資源の付加価

値向上を図るための研究開発を実施してきた｡その結果､平成18年度までに､商品

化70件(利用価値の乏しい｢がコリコンデ｣の資源化､函館活〆スルメイカ等)を実現する

など､これまでにない大きな経済効果(1,763百万円)を生み出すような特色あるマ

リンバイオクラスターの基盤が構築できた｡函館地域産業振興財団が中核機関とな

り､元北海道大学山内教授が研究を統括し､北海道立工業技術センターが地域内外

の企業の連携を促進している｡産学官連携によるネットワークは拡大を続けており､

地域活性化の優れた事例と言える｡

②地域産業支援プログラム表彰で表彰された産学官民コミュニティ

(財)日本立地センター､全国イノベーション推進機関ネットワークは､ 2012年地

域産業支援プログラム表彰を行い､岩手ネットワークシステムは優秀賞を受賞した｡

優秀賞

【事業名】地域産業振興･活性化を目指した産学官民のネットワークの形成

【機関】岩手ネットワークシステム(INS)実施責任者(岩手大学教授清水健司氏)

岩手ネットワークシステム(略称INS)は､岩手大学の教員が中心となり､岩手県

内外の大学や企業､岩手県や市町村などの行政､市民､金融機関及び高等学校が連

携した大学教員主導型の産･学･官･民･金融の交流組織である｡ INSは､岩手県

における科学技術及び研究開発に関わる人及び情報の交流や活用を活性化し共同研

究事業などを推進して､地域の科学技術の発展及び産業の振興に資することを目的

に､平成4年に設立された｡

現在､ 1,121名の会員と43の研究会を有するオール岩手のプロジェクトであり､

岩手大学発のベンチャー企業が18社誕生している｡地域経済規模を勘案すれば､そ

の経済効果は十分に大きく､地方大学を中心としたイノベーションネットワークと

して大きな成果をあげている点が高く評価され､優秀賞の選定に至った｡

【事業名】地域自動車関連産業の持続的発展を目指した産学官連携活動
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【機関】公益財団法人ひろしま産業振興機構　実施責任者(カーエレクトロニクス

推進センター長岩城富士大氏)

地域のコア産業である自動車産業の持続的な発展を目指し､ひろしま産業振興機

構がコアとなって､産学連携に加え地域行政機関として県､市及び国が一体となり

参加した産学官連携活動を行っている｡本活動は､世界的に厳しくなる環境規制に

対応し地域の産業の空洞化､地域経済の減衰を防ぐため､地域の保有する技術を高

度化し､競争力強化､新たな付加価値創造を実現しようとするものである｡モジュ

ール･システム化研究会や､カーエレクトロニクス推進センター､ベンチマーキン

グセンターの設置など､多数の研究開発プロジェクトを通じて､地域産業の活性化､

地域雇用の創出を目指している｡モジュール化の取り組みでは､平成20年度実績で

90億円の新規モジュールビジネスを地域にもたらすなどの成果を上げている｡

地域の代表的産業である自動車産業の構造変化(ェレクトロニクス化など)に対

応しようと､関係企業･団体が連携を深めている点が評価された｡

③産学官民コミュニティ全国大会の主催団体

2007年､ INS｡ 2008年､ KNS｡ 2009年､弘前大学､ひろさき産学官連携フォ

ーラム｡ 2010年､岡山大学｡ 2011年､甲南大学､ KNS｡ 2012年､ INS｡ 2013年､

高知県立大学､土佐まるごと社中(TMS)0 2014年､九州工業大学｡

④岩手ネットワークシステムと交流している産学官民コミュニティ

岩手ネットワークシステムのホームページでは､交流組織89として以下を挙げてい

る｡

関西ネットワークシステム(KNS)

北海道中小企業家同友会産学官連携研究会(Hop E)

社団法人いわき産学官ネットワーク協会(I CSN)

ひたちものづくりサロン(HMS)

なかネットワークシステム(NNS)

土佐まるごと社中(TMS)

やまなし産業情報交流ネットワーク(ⅠIEN.Y)

89 INSホームページから｡入手先httD://www.ins.ccrd.iwate-u.ac.jp/2 (参照

2014/10/2 1)
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福岡中小起業家同友会　福岡地区産学官連携部会(FAST)

とかちネット

とっとりネットワークシステム

全国異業種グループネットワークフォーラム(INF)

⑤　関西ネットワークシステムと交流している産学官民コミュニティ

関西ネットワークシステムのホームページでは､関係団体リンク90として､以下を

挙げている｡

梅田MAG

阪神電気鉄道(秩)様では､大阪梅田地区の活性化に向けた街づくりにの取り

組んでおられます｡今般､知の集積による新たな価値創造を目的として､関西に

おける人財育成･起業支援･異分野交流の拠点となるビジネス創造コミュニティ

ーセンター｢梅田MAG｣を開設されました｡ ｢梅田MAG｣は次世代を彩る知性･

感性豊かな人材が自発的に集い､ ｢未来｣を創造する磁場(MagneticField)となるこ

とを目指しています｡

岩手ネットワークシステム(INS)

岩手県内の科学技術及び産業振興に関わる産学官の人々の交流ネットワークで

す｡

別称｢Ⅰ-いっも　N-飲んで　S-騒ぐ会｣ ｢Ⅰ-いっかは　N-ノーベル賞を　S-さ

らう会｣と呼ばれ､ 21世紀の岩手の科学技術と産業の発展をめざしています｡

土佐まるごと社中(TMS)

土佐に志の有る個人が集う場があり､そこに集まった個人が意気投合する仲間

を創って情熱を燃やす! ! ｢土佐まるごと社中(TMS)｣は､土佐における､そん

な､産学官連携の拠点としての｢サロン｣を目指しています｡

広島5:01クラブ(中国地域ニュービジネス協議会)

90 KNSホームページから｡入手先httD://www.kns.g:r.jD/ (参照2014/10/21)
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広島5:01クラブとは､ ①アフターファイブに肩書き抜きでこの地域を元気にす

る意欲に燃えた人が集まる場､ ②特別の用事がなくとも､そこに行きさえすれば

普段なかなか会えない人たちと一度に会えるような場､ ③大枚の参加料を取られ

ず面倒な日程調整もなしにフラッと行ってみさえすれば､共通の問題意識を持つ

人たちの輪に入れるような場　…です｡

ⅠIEN.Y (いいえんどっとわい)

山梨県の地域産業や企業活動に関わる産学官の関係者による､フラットでオー

プンな産業ネットワークです｡ ⅠIEN.Y (いいえんどっとわい)は､やまなし産業情

報交流ネットワーク(Industrial Information Exchanging Network. Yamanashi)の略称で

す｡このネットワークから｢良い縁がたくさん生まれれば｣との願いから命名し

ました｡

なかネットワークシステム(NNS)

茨城県ひたちなか圏域の技術革新･経営革新･研究開発に関わる｢産学官公民｣

の交流の場です｡

人と人､技術と技術､知恵と知恵をつなぐネットワークです｡

とちぎ未来ネットワーク(FTN)

FTNは､栃木経済同友会が中心になって立ち上げた産学官民コミュニティです｡

異業種間で肩書きや立場を超えて情報交換を行い､地域産業の振興､人材が育つ

機会の創出を目指しています｡

とかちネット

北海道十勝地域の産学官金の有機的なネットワークの形成と広範な交流を促進

する異分野コミュニティです｡社会に貢献する科学技術の振興と十勝地域の産業･

経済の活性化に貢献することを目指しています｡

とっとりネットワークシステム(TNS)
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鳥取を中心とした産学官連携のネットワークで地域発展を目指すコミュニティ 

ですo鳥取大学を核に活動していますo リンクには挙げていないが交流のあるものとして､九州ちくご元気計画があるo 

⑥その他 

新都心イブニングサロン91 

NPO法人北関東産学官連携研究会 

91入手先http://innovationpartners.jp/ (参照2014/10/21)
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巻末表2　日本の主な産学官民コミュニティの概要

ⅠNS(岩手ネットワ 疋ﾔｺh橙ｈ耳KNS(関西ネットワ ĀĀĀĀ

-クシステム) 假78ﾉx蝌ｼhｨｸ嶌ｺb橙-クシステム) ĀĀĀĀ

設立年 塔yD靺*xｨ涛)D陞h+X,IJﾙｶ1998年 9DĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

設立経緯 舒(詹Xｧxﾔ逢yYH薰関東経済産業局の計 D,ﾈ覈x-ﾘ/ｭbĀĀĀĀĀĀĀĀ

研究者の自由発意 b韜hｼh,h+X,IJﾙｲ西に導入して発足 ĀĀĀ

目的 舒(訷,ﾈ蝌ｧxｪﾉtﾈ躋TAMA地域の研究 伜乂xｪﾉﾉ4ﾈ6"ĀĀĀĀĀĀĀ

の交流の場o関連組織 丶ｩJﾘﾅhﾉhﾈ6xｮ仂bトワークを形成し､関 ĀĀĀĀ

を前向き､一体的に動 皦,ｸ56(6x,b西の科学技術と産業 ĀĀĀĀĀĀ

かして科学技術と産 X,JH4ｸ7h98486ﾘ7の振興､地域経済の活 ĀĀĀ

業の振興を志すo 坪5h88/9薬性化に貢献o ĀĀĀĀĀ

活動地域 舒(訷ﾊr埼玉県､東京都､神奈 川県の西部 亊iﾂĀĀĀ

地域産業の 舒(訷ﾊy*�馭ｸ�8�99�,ﾂ�京浜工業地帯の電気. 俥9��鮎i&����鞐9���

状況 yDﾉ&闔h蝌ｼh孜ﾊB電子工業が多摩川沿 ﾉ78ﾅ韃仂bh5X42ĀĀĀĀĀĀĀĀ

企業誘致により､東北 (,zH昆5ﾖ;bナ一､クリエイターな ĀĀĀĀĀĀĀ

自動車道､新幹線開通 俘iﾈ*(,ｩgｸﾜYRど)o 製造品出荷額は､大阪 ĀĀĀĀĀ

後､電気.電子､自動 ﾉ>zHﾔ鮎i&2ĀĀĀĀĀĀĀ

車産業が集積○ 岩手県の製造品出荷 844X6xｮ仂iﾙFDﾔ&闔h,ﾉｹ"ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

額は1_9兆円(2011年) 儼偬xｧｨ,ﾓ#R緤)ｸ冷府16.5兆円､兵庫県 ĀĀ

(1998年)で､シリコン B)ｸ冷D笘,ĀĀĀĀĀĀĀ

バレー12兆円(1995 午)の約2倍○ vĀĀ

地域産業支 宙ﾏhﾞ(.ﾘ,H蝌ｼiR東京都､埼玉県､神奈 Xﾞ9WｺIXﾞ8,ﾈﾏh傭ĀĀĀĀĀĀĀĀ
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援機関の状 仆ｸ5ｨ985ｺIx圷蜥川県の公益財団法人 俥&2ĀĀĀĀĀĀ

況 乂xｪﾆxﾊHｸh5ｨ985大学の産学連携､イン Xｧx,ﾈ蝌ｧyﾆzH4892ĀĀĀĀĀĀ

一､岩手大学地域連携 ﾈ8h7ぺ5h82キユべ-シヨン ĀĀĀ

推進センターなど �,�,r�など 

会員の性格 闔h蝌ｼh,ﾈ8ｨｸ5ｺH醜,Y&闔hﾆXｻｸ,亊i8*ｨ*.倆&9ﾘ,ﾈ蜥ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

業支援機関､大学の産学連携機関のリーダー､職員で､企業家精神を 

もって企業支援を行う者○(KNSは会員2名の紹介を受けた者が参加 

可能) 

会員数 3ﾂD緝ﾈ竰560社､人(企業会員 261)(2013年3月) sﾂ)D(ﾈ竰ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

全体集会 僖紿���年3回 僖紿���

分科会 鼎HﾊHｸh橙4事業､多数のイベン ト等 滴ﾊHｸh檄IﾙH,ﾈ橙ĀĀĀĀĀ

その他事業 侈y>*ﾉｩﾆzIﾈﾊrTLO､他地域､海外､ 饑ｹX檄I&饑ｸ迚YJBĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

の産学官組織と連携 俾俾ﾈ,h,ﾈﾏzﾂミニ集会 ĀĀĀĀ

リスクマネ (.ﾘ,H48984ﾈ8h7ぴTAMAファンド 8*闔i(7BĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

-供給 h887H4986ｃ#"(2003年) 986ｃ#yD笙9ﾈｨĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

午) 剽p 

事務局 舒(詹Xｧxﾔ逢yYI>Bkﾈ,ﾈ7ｸ886X4(4専従約10名 R)?ﾈ橙ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

会費 侘)ﾃ隷Idﾂ個人10000円､法人は R員x檍鳧,仄h裴ｾĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

10000円 亢ｹlﾙ¥ｨ,途ﾓC冓ﾈ冷を徴収) Ā

北海道中小企業家同 泌ﾉfｸｭi8ﾈ蝌ｧr信州スマートデバイ ĀĀĀĀĀ

友会産学官連携研究 亂ﾆxﾊHｸh橦スクラスター(旧長 ĀĀĀĀ

会(HoPE)92 剿上田スマートデバ イスクラスター)94 Ā

92入手先http://www.hokkaido.doyu.jp仏ope/ (参照2014年2月)

93入手先http://www.hikalo.jp/ (参照2014年3月)

94入手先http://www.tech.or.jp/cluster/ (参照2014年3月)
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設立年 �#���D��2001年 �#��)D��

設立経緯 冉ｸ､9;�(h抦ｮ仂h彿:��経済活動が県境など �&ﾙ4�4�8�5�5��ｹ���ﾂ�

友会と北海道大学先 h.x.ﾘ.ｨ,(+,b事業 ĀĀĀĀĀ

端科学技術共同研究 Dｨ,X*(,Hﾔﾈ暫ĀĀĀĀĀ

センターとの連携 X馼ｼi5x､ｨ+X.h*H,bﾖﾈ*h+ﾘ.,ﾆĀĀĀĀ

目的 Xｧx.(ﾏiﾘ韋ﾋﾊHｸb北開東地区の学術及 I泳yOxﾝxﾔ芥6h6ĀĀĀĀĀĀĀĀ

機関のシーズと企業 ｵｨ,ﾈﾏzﾂ靠ﾈ8/イス設計技術.商品化 ĀĀĀĀĀĀĀ

のニーズが出会い､互 ﾘ.芥ﾊHｸh6ｨｸ5舒技術等と信州大学等 ĀĀĀĀ

いの強みを発揮する 8*ﾘ蝌ｪxｺI:Hｸbの知的クラスターo産 ĀĀĀĀ

中で新しい産業の創 ﾈ辷Hｵｨ5hｸ5ﾂ学官共同研究開発､ス ĀĀĀĀĀĀ

出､ビジネスチャンス ｩ5ﾘ,ﾉIh.マートデバイス等の  ĀĀĀĀĀĀ

の拡大を目指しますo h蝌ｼh,ﾉXｻｸｷRｧx,ﾈｻ8屍靆Hｸhｨｸ峇事業化､企業集積○ ĀĀĀĀĀĀĀĀ

活動地域 倅Igi2群馬県､栃木県､埼玉 県の周辺 ynﾈH968ĀĀĀĀĀĀĀĀ

地域産業の 倅Ig倡8ﾔ鮎h捶ｧ｢群馬県工業出荷額7兆 ynﾈﾔ鮎h捶ｧ｢ĀĀĀĀĀĀ

状況 鼎鉄8壓励鉄閲ｲ3832億円､栃木県工業 C3X壓隷H968CcĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

造業などo 偬xｧ｣y)ｳcﾘ隷Bﾞ仂ｨﾊxﾔ鮎h捶ｧ｣))ｲC3x壓玲億円 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

地域産業支 宙ﾏhﾞ冉ｸ､9;逢xｵ｢群馬大学､群馬県､桐 ynﾈﾊzI+ynﾈH962ĀĀĀĀĀĀĀ

援機関の状 偸ﾘﾘyXｻｸ5ｨ985ｺB生市など 倡:I+ynﾈ6X4ﾘﾞ&:BĀĀĀĀĀĀĀĀ

況 冉ｸ､9;Xｧx蝌ｧyﾆrgｹYH,rﾘXｧrĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

会員の性格 冉ｸ､9;h抦ｮ仂h彿:北関東地区の法人､ ĀĀĀ

友会会員で､趣旨に 侘)ﾈ,ZHﾊHｸh檍,ﾉm｢ĀĀ

賛同する人o大学. 伜x.倆"⋭ĀĀĀĀ

95工業出荷額は､ 2011年工業統計調査｡以下､同じ｡
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試験研究機関.行政 はオブザーバー等○  Ā

会員数 138人(2013年総会出 席会員数) ĀĀĀĀĀĀ

全体集会 佇驃檍､ｨﾜ2総会など ĀĀĀ

分科会 技術交流研究会､化学 技術懇話会､複合材料 懇話会 ĀĀ

その他事業 セミナー 侈HｸjIｹV丶ｩJﾙ(i2ĀĀĀĀ

事務局 冉ｸ､9;h抦ｮ仂h彿: ﾙ4ｹgｹYBĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

友会 長野県工業技術総 合センター､信州大学 繊維学部内) Ā

会費 個人1万円 ĀĀ

九州広域クラスター 儘ﾉ8sS｣4Rhﾙ飯塚(e-ZUKA)T ĀĀĀĀĀĀĀ

(システムLSⅠ設計開 闔h6ｨ8Xｸ7(5x6ﾈ5RYVALLEY構 ĀĀĀ

発拠点の形成)96 仄hｶ8橙涛r悲(産学官交流研究 会)98 Ā

設立年 )D2003年 9DâĀĀĀĀĀĀĀ

設立経緯 兌iYH怦ｧx�&ﾙ4�4�8��中国経済産業局の呼 傴ｩ��3�D��8*�.y��%��

スター創成事業計画 �-�*�*��産業が斜陽化o企業誘 

(平成14年度-1 剪v､大学､産学共同研 

8年度)として指定o 刹{設などを誘致o理 工系学生と研究者人 材の集積○平成14年1 Ā

96入手先http ://www.slrc.kyushu-u.ac.jp/japanese/project/cluster/total.pdf (参照2014

年3月)　(2007年から福岡先端システムLSI開発クラスターに継承｡)
97入手先http://www.cnbc.or.jp/02activity/05club/ (参照2014年3月)

98入手先http ://www.city.iizuka.1g.jp/03sangyou/shinsangyo/tryvalleyJigyo/ (参照

2014年3月)
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月､｢e-ZUKAトライバ レー構想｣を発表o 

目的 兀ｨﾊx,ifｸｾ8,ﾒ｢普段ビジネスで按 Xｧyﾈﾝ鶫&ﾙ4倬蝌/ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

システムLSl設計技 ｨ,)ﾈ,偬b活用した情報関連産  ĀĀĀĀĀĀ

術の研究開発を計画 (ｼh顗/+*h+ﾘ業のクラスター(集積) ĀĀĀĀĀĀ

報交換ができる｣｢旧 ｸ/ﾘ.鑓uEH/ｨ駅+RĀĀĀĀĀĀ

友や間接的に知り合 ﾙ&闔h蝌ｼh,ﾈｨｸ崋BĀĀĀ

つた仲間と再会でき る｣など､ネットワー クづくりの場o 闔h488ｸ5x46(7fĀĀĀĀĀ

活動地域 兀ｨﾊr広島 儁,ｸĀĀĀĀĀ

地域産業の 兀ｨﾊxﾔ鮎h捶ｧ｣))ｲ広島市工業出荷額2兆 儁,ｸﾔ鮎h捶ｧ｢ĀĀĀĀĀĀĀ

状況 Scx壓玲ywｴ2287億円○輸送用機 X壓冷ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

械､鉄鋼業などo 舒ﾚH饑,ｩﾙ9ĀĀĀĀ

地域産業支 仞8Xｧx5h5X8ﾅ8uB経済産業局､県､市､ 儁,ｸHMﾆｩ&闔h蜥ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

援機関の状 侈Hｸh5ｨ985ｺIY｢支援機関議所､商工会 仂iXｻｸｺhｶ8檄B萎儁ĀĀĀĀĀĀĀ

況 侈zIfｸｾ8,r等 ｸﾊHｸh､ｩJﾘｴﾕﾊHｽZHｾ8ﾔRĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

会員の性格 地域を元気にすると 伜乂xｪﾈﾏzﾉ9亊bĀĀĀĀĀ

いう意欲に燃えた人 8,ﾈ*.兩ｲĀĀĀ

会員数 �� ��

全体集会 年6回程度開催 冑以鶫]xｺﾘ檄H7h8ﾈ5ｲ9:Hﾏzﾈ樢ĀĀĀĀ

分科会 �� ��

その他事業 �� ��

事務局 中国地域ニュービジ ネス協議会 儁,ｸ蝌ｧyﾆxĀĀĀĀĀĀ

会費 1,000円の参加費で､ 誰でも参加可 冖9{ĀĀ
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函館マリンバイオク +ﾘ+,ﾈ,8*ﾘ.Bなかネットワークシ ĀĀĀĀĀĀ

ラスター99 ﾘ92тﾕ2免ステム(NNS)101 ĀĀĀ

設立年 9D2004年102 IDĀĀĀĀĀĀĀĀ

設立経緯 兌iYH怦ｧx�&ﾙ4�4�8�� �-�+ﾘ+�,�*傅Hﾔ��2�

スター創成事業 剌鰍ﾉて設立総会○記念 講演としてNPO法人 北関東産学官連携研 究会代表理事(群馬大 学工学部教授)根津 紀久雄氏より講話o 

目的 丶9vﾙiZ疫)x液ﾈ廂Z新たな出会いを求め +ﾘ+佶y>,ﾉ&ĀĀĀĀĀĀĀĀ

の持続的生産に必要 H*H檍什ｨﾍﾘ,ﾈｽ域産業活性化を目的 ĀĀĀĀ

なキーテクノロジー 冕x,Yg(,iﾆx/,｢とし､その為に地域を ĀĀĀĀ

を総合的に研究開発 h,JI&闔hﾆﾉJﾒ活性化する人の濃密 ĀĀĀĀ

し､水産.海洋科学の zHﾕﾘﾔﾈ*ﾘ檍,なネットワーク作り ĀĀĀĀĀ

グローバルなイノベ ーションを創出o 俎hﾊ8+x.薬に努めるo Ā

活動地域 僮倡2日立市中心 +ﾘ+倡9(i2ﾂĀĀĀĀĀĀĀĀ

地域産業の 僮倡8ﾔ鮎h捶ｧ｢日立市工業出荷額1兆 +ﾘ+倡8ﾔ鮎hĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

状況 x壓玲閲唔t3723億円⊃電気､機械､ xｧ｣鼎塗壓苓ｸｴ､*BĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

送用機械などo 儖58,xｲ電子､電気機械など○ ĀĀĀĀ

地域産業支 冉ｸ､9;唔I倡:Ifｸ､2茨城大学産学官連携 忠(+ﾘ+X4ﾒĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

援機関の状 凛xﾔ鮎hｵｨ5ｨ985イノベーション機構構､ ｨ985ｸ,rĀĀĀĀĀĀĀ

況 ｪIfｸ､9;Xｧx,r日立地区産業技術支 援センターなど ĀĀĀĀ

99入手先httD://www.hakodate-marine-bio.com/ (参照2014年3月)

100入手先http:/仙ms.rd.ibaraki.ac.jp/ (参照2014年2月)

101入手先httD://www.n-nS.jD/ (参照2014年2月)

102 2009年,国土交通省国土政策局広域地方政策課,広域首都圏における地域資源を活用

した産業活性化及び産業活性化を促進する物流のあり方に関する調査
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会員の性格 ��会の趣旨､目的に賛 ��,ﾉmｩ4�,伜�:�+X,B�

同した社会人あるい は学生で､役員会の 承認を得た者o ﾈ檍+X+ﾘĀĀĀ

会員数 �� ��

全体集会 総会､フォーラム ﾘ檄Hﾏzﾈ橙ĀĀĀĀ

分科会 4分科会 ĀĀ

その他事業 �� ��

事務局 宙ﾏhﾞ�僮��&闔h蝌ｼi�R�茨城大学 忠(��-�+ﾘ+�,�*�6X4�6ﾒ�

興財団 刄Zンター 

会費 無料o賛助会員は年間 侘)ﾈ檍什k9{ｮ仂h橙ĀĀĀĀ

-20,000円の協力o YD隴Cﾏｳ#ﾃ玲ĀĀĀĀĀĀĀ

やまなし産業情報交 兀ｩ(h抦ｴ霈h彿:b新都心イブニングサ ĀĀĀ

流ネットワーク ｩ&霎h蝌ｧxｪロン105 ĀĀĀĀĀĀ

(ⅠⅠEN.Y)103 佝yYH橙5BBĀĀĀĀĀ

設立年 �#��ID���b�2004年 �#��ID��

設立経緯 福岡県中小企業家同 Xｧx.)i舒仂h,ﾈ5bĀĀĀĀĀ

友会ビジョンを具体 坪5i&闔h蝌ｼh､X,ﾂĀĀ

化するため｢仕事づく ｨｸ5ﾈ7ﾘ6(6984ĀĀĀĀĀ

り｣を目標に立上げ○ ｮhｹi798487X6｢984H8ﾘ98,h+X,I.ｯｨ､ｨﾜ2ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

目的 伜乂xｪﾈｭhﾅx,b企業や行政､教育機 ｸ885ｨｸ,慰ﾈ暫ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

るフラットでオープ 亊jI&闔h/ﾈｸ-I(h惲的産官学ネットワ- ĀĀĀ

ンな産業ネットワ- 舒仂h,ﾉhｵｨiｹVキングo企業家を中 ĀĀĀĀĀ

103入手先httD://iien-V.jimdo.com/ (参照2014年2月現在)

104入手先httT)://fukuoka.dovu.ip/sub/fast/ (参照2014年3月)

105入手先httT)://www.innovationDartnerS.j13/nonagase/evening　(参照2014年3月)

106会則の施行年
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クを形成し､産業情報 ﾈ､ｩJﾚIh+ﾘ,Hｸ7"心とする｢接触の利 ĀĀĀĀĀ

の交流やビジネスチ ﾉ頽ｺI:X馼ｼb益｣の創出o非メンバ ĀĀĀĀĀĀ

ヤンスの拡大を図り､ ｸ/ⅹh+X**(襭-シップ制､中心人物 ĀĀĀĀĀĀ

新たな産業を双発す 倬j8*ｩh-ﾈ.ｪHｮ仂h,ﾂ有志によるコモンズ ĀĀ

るo 儉るJﾙ5zHﾍ冽,ﾉ2唔&闔hﾆﾉXｻｶの形蟻 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

活動地域 伜)yﾈﾊr福岡県 俥仂ｨﾊrĀĀ

地域産業の 伜)yﾈﾊxﾔ鮎h捶ｧ｣))ｲ福岡県工業出荷額8兆 俥仂ｨﾊxﾔ鮎h捶ｧ｣"ĀĀĀĀĀ

状況 Sﾘ玲h蝎wｴ1258億円o輸送用機 ｳC3x壓玲IwｴĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

横､電気機械などo I58ﾗﾈ,v械､輸送用機械など ĀĀĀĀ

地域産業支 伜)yﾈﾊy*HyﾉR九州大学産学連携セ 宙ﾞ8*(+ﾘ-ﾈ蝌ｼbĀĀĀĀĀĀĀĀ

援機関の状 乂xｸﾏh揺ﾞ&9dﾈ."ンタ一､九州工大地域 (ﾞ&2ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

況 ﾈ,X蝌ｼh辷ｴﾕﾂ共同研究センター､経 ĀĀĀĀĀ

など 俐仂hｼzHﾊzH,rĀĀĀĀ

会員の性格 冦ｩ4ﾉ$)ﾈ,伜r福岡県中小企業家同 Yx/竧.x+芥ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

る個人o 冲h檍檍醜,X裨:&席率の良い｢中心人 ĀĀ

大学.行政.研究機 兒J(5H7ﾈｸ5ｺ2ĀĀĀĀ

関の者はアドバイザ ー.オブサーバーで 入会可o ｨｺi|ﾒĀĀ

会員数 �� ��

全体集会 ｨ7ｲ例会 僖紿､ｨﾜ2ĀĀĀĀĀĀ

分科会 �� ��

その他事業 ��商品開発 ��

事務局 伜)yﾉXｧy&ﾙ4俥蝌ﾆ福岡県中小企業家同 )ﾂĀĀĀĀĀĀĀ

営戦略本部､山梨県産 業労働部産業支援課 冲h檍駟kｼrĀĀ

会費 冷年間12,000円 ĀĀĀĀĀĀ
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(公社)いわき産学官 h,(,h.ﾈ6(6x8ひろさき産学官連携 ĀĀĀĀ

ネットワーク協会(Ⅰ CSN)107 h5X8フォーラム109 ĀĀĀĀĀĀĀ

設立年 YD2005年 YDâĀĀĀĀĀĀĀ

設立経緯 9Dﾊ(*(.ﾘ*ｸ2004年鳥取県の提案 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

産業支援機関設立懇 h.蟹+偃hﾊx,i+偃bĀĀĀ

話会｣の提言 Xｧx,ﾈｭH,X蝌ｪyﾆx/ﾉ*IﾙzvĀĀĀĀĀĀĀĀ

目的 舒仂h,ﾈﾆ8ｧijIh蜥産官学連携に積極的 伜乂xｪﾆx,h.仄BĀĀĀĀĀĀĀĀ

莱.新事業の創出､雇 亊h.ﾘ.ﾈ,ﾈﾏzﾈ/同研究を推進するた ĀĀĀĀĀ

用の創出を図り､いわ IZH+ｸ.ｨ.x,ﾈｨめの企業.大学.公的 ĀĀĀĀĀ

き地域の活性化に貢 Ilｨ*x辷+x.研究機関.行政.金融 ĀĀĀĀĀĀ

献するo ,h,h,,JHﾊy>,ﾂ機関等による連携.交 ĀĀĀĀĀĀ

産業及び科学技術の 発展に資することo 凛ﾆĀ

活動地域 兀xﾊx*(.ﾘ*ｸ(i2鳥取県 儘闔bĀĀĀĀĀĀĀ

地域産業の (.ﾘ*ｸﾔ鮎h捶ｧ｢鳥取県工業出荷額 )位xﾔ鮎h捶ｧ｢ĀĀĀĀĀĀĀĀ

状況 塔#Sﾘ玲ｸｧzH饑7419億円○電子､食料 C3(壓隷Hﾔ2ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

通信機器､輸送用機器 などo 儼v1607億円 ĀĀĀ

地域産業支 宙ﾏh(.ﾘ*ｸ蝌ｧxｪ県､(財)鳥取県産業振 ĀĀĀĀ

援機関の状 ﾈ6(6x8ｸ4霄h橙興機構､(地独)鳥取県 ĀĀĀ

況 r産業技術センター､米 子高専､鳥取大など ĀĀĀ

会員の性格 冦ｩ4伜x.舒TNSの趣旨に賛同す ĀĀĀĀĀ

業､団体､個人o 侘)ﾆĀĀĀ

会員数 3R 囘ﾈ檍輯sh""ĀĀĀĀĀĀ

107入手先httD://www.iwaki-sang:akukan.com/ (参照2014年2月)

108入手先httT)://www.cjrd.tottori-u.ac.jD/tns/ (参照2014年3月)

109入手先http://www.cjr.hirosaki-u.ac.jp仏irosak〟　(参照2017年7月)
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人会員79名(2014年 6月現在) 

全体集会 俎X,hﾏzﾈ橙 ﾘ橙鞅X檠9ﾈ､ｨﾜ2吋唏檍醜,ﾉ&ﾒﾊ定ｵｨ,ﾈﾏﾈ8,iｨﾍﾒ,ﾈ6ﾈ6(6x8ｸ4ﾈﾕﾂ'ｨ/ﾘ.ﾘ-ⅸﾗX橙ｷﾏzﾈ檍/､ｨﾜ8+r.薬487X6ｨ984H4ｸ88,ﾈ､ｨﾜ2吋紿唏橙什ｨﾍﾘ,ﾈ饑ﾏｫr靠zﾈ,ﾈｨ,h+X,JH-ﾈ+ﾘｮｼh6ｨｸ5hﾊHｸh5hｲ5ﾈ7ﾘ6(6984ﾈ｢,h+X,I.葦ｩ4丶ｨﾜ2+x.薬饑ｹf鰾唏ｦX顥&9ﾈ*ｨ皦ﾜ2+x.H4ｸ8ｷﾊ冏ｸ9坪+ZHﾙ9ﾉﾘﾟI:靠ﾈ.(ｵｨ:靠ﾈ,ﾈ饑ｷ饑/ｹﾗ8*Hｲｮ仂hﾊ乂x檍,ﾈ邵ｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

分科会 27研究会 餔xﾝxﾔりﾇiｨﾊBｸh橙"h|9Y85h5R8ﾊHｸh橙ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
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3.プロテオグリカン 応用開発研究会 4.食品生理機能研究 会 5.台湾ビジネス戦略 研究会 6.白神酵母研究会 

その他事業 �� ��

事務局 宙ﾏh(.ﾘ*ｸ蝌ｧxｪ鳥取大学産学.地域連 儘9oⅸﾔXｻｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

ネットワーク協会 佝yI亢ﾕﾂ部産業育成課､弘前大 学地域共同研究セン ター ĀĀĀĀ

会費 �#����冷�年間1000円 唳d��ﾈ檍輯��ﾃ���冷���ﾌ)�ﾈ檍輯�ﾃ����冷���

全国異業種グループ h+ﾉj)xﾈ6(6x8とかちネット112 ĀĀĀĀ

ネットワークフォー ラム(ⅠNF)110 坪4邃eD笘2ĀĀ

設立年 �#��iD��2010年 �#���D��

設立経緯 儖yﾉD8&9ﾈ,b ﾔﾈ蝌ｼh4靆BBĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

して､全国の中小企業 刹ｪ解散すること ĀĀ

の経営者.幹部を対象 凾ｯ､｢十勝ネット｣ ĀĀ

に､1997年から6回の 全国大会を開催し､異 業種グループ間のネ ットワーク連携によ 凾ﾝ立o Ā

110入手先http://www.imf-jp.com/ (参照2014年3月)

111入手先httD://fen-tochigi.com/ (参照2014年3月)

112入手先htt13S://ja-jp.facebook.com/tokachi.net　(参照2014年3月)
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る中小企業の活性化 に取り組んで来たo  Ā

目的 8ﾙ,ﾉ(h抦ｮ仂h,異分野連携,新産業の 偖ﾈ,ﾈ蝌ｧxｪ,ﾉtﾂĀĀĀĀĀĀĀĀ

して､各地域の異業種 頽)&闔hｨｸ峪ﾂ機的なネットワーク ĀĀĀĀĀ

グループ.企業及び団 俤篳蝌ｧxｪﾉrの形成と広範な交流 ĀĀĀĀĀ

体.大学等と連携し､ ﾒﾈ檠4凛x｢ﾈﾊ飲ﾂを促進し､社会に貢 ĀĀĀĀĀ

次世代のコアとなる 僖驃篳ﾙ9+H*h+ﾒ献する科学技術の振 ĀĀĀĀĀĀ

べき新しい製品.企 儘ﾉLﾘ*(7H8(6x,興を図るとともに､十 ĀĀĀ

莱.産業秩序の創造に ﾉ4ﾈ6(6x8ｸ4霹勝地域の産業.経済の ĀĀĀĀĀ

寄与することo ﾂﾈ檍什ｨﾍﾘ,ﾈﾏzﾈ,b活性化に寄与する事 ĀĀĀĀ

情報交換,地域の未来 を築く人材の育成と 地域の科学技術.芸術 文化.地域産業の振興 免ﾃ2ĀĀĀ

活動地域 8ﾙ栃木県 偖ﾈ&饑ｲĀĀĀĀĀ

地域産業の 7兆6019億円o輸送用 ﾔﾈﾔ鮎h捶ｧ｢ĀĀĀĀĀĀ

状況 刹@械､情報通信､非鉄 #ベ壓苓ｹ閲般ĀĀĀĀĀ

金属､電気機器などo vĀĀ

地域産業支 県支援機関､大学､コ ﾔﾉ'ｸ蝎Xｧy&闔iĀĀĀĀĀĀ

援機関の状 刄塔¥-シアムとちぎ､ 佝yIｨ985ｺIﾔﾂĀĀĀĀĀĀĀ

況 剴ﾈ木県北東部産業交 流会､鹿沼ものづくり 研究会など ﾙwｾﾌ唏ﾗ9ﾘ,rĀĀĀĀĀĀ

会員の性格 偃ﾈ,伜X+ﾘﾌ"本会の目的に賛同す 侘)ﾈ,ﾉzxｨ,XĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

人､団体 侘)ﾆ櫁*｣kﾉTｹwfĀĀĀĀĀĀĀĀ

会員数 �� ��

全体集会 饑ｹX檍,ﾈ鰄+. ﾘ檄HﾗX檍,rĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

113入手先http://www.Obihiro.ac.jpトcrcenter/ (参照2014年3月)
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分科会 17研究会 仄I,ｨ,ﾈ攣(ｻｹj,ﾂ*.兩ｸXﾊHｸh檍/,(*ﾘ.ｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

その他事業 �� ��

事務局 ｸ75h5X84x92宇都宮大学地域共生 ﾔﾉ'ｸ蝎Xｧy&闔iĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

ジニアリング内 侈Hｸh､ｩJﾘ5ｨ985ｹ>携推進センター ĀĀĀ

会費 侘)ﾃc隷I&9ﾂ年間2000円､法人 ĀĀĀĀĀĀĀ

30000円以上 苓決2ĀĀĀĀĀĀĀ

土佐まるごと社中 僭4ﾔsR宮崎県中小企業家同 ĀĀĀĀĀ

(TMS)114 剽F会産学官民連携部 会(MANGO)116 

設立年 )D2012年 )DâĀĀĀĀĀĀĀ

設立経緯 亊iﾈ6ﾈ6(6x.ﾘｸ4b大阪梅田地区の活性 )D繹ﾈy?ｪHｮ"ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

ステムからの支援o ｺI&ﾘ,ﾈh.b手で岩手県.宮崎県中 ĀĀĀĀĀĀĀ

たな価値創造を目的 傅ﾈｮ仂h彿:h檍,Z(ｷｲĀĀ

として､関西における 俥りｮ(詹&闔hｨｸ7h8ﾒĀĀ

人財育成.起業支援. x4x4z85ｸ6x7ĀĀĀĀĀ

異分野交流の拠点と 坪6X48984､ｨﾜ8+RĀĀĀ

なるビジネス創造コ ミュニティーセンタ ーを開設o ﾘｲĀĀĀ

目的 x躪ﾉtﾈ.侘)ﾈ*ｨ次世代を彩る知性.感 "yﾓｩh+X*(ｷｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

う『場』があり､そこ ｹdﾈ*ﾈﾝｨ齷Jﾒ崎を創造するため､会 ĀĀĀĀĀ

に集った個人が意気 偖x**J)j)x/員は新しい仕事に挑 ĀĀĀĀĀĀ

投合する『仲間』を創 (+x.俾X｢v觚F戦する心を持ち続け ĀĀĀĀĀĀ

つて『情熱』を燃や 杷坊ﾆBh,,h/m｢ます○ ĀĀĀĀĀĀ

114入手先http:/化log.tosa-ms.jD/ (参照2014年2月)

115入手先https://umeda-mag.net/ (参照2014年3月)

116入手先　httT)://mivazaki.dovu.jD/mango/ (参照2017/04/25)
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す｣o土佐における､そ 倡x+X,H*(-ﾈ+v地域資源:会員は､地 Ā

んな､産学官連携の拠 刪謔ﾌ人材や資源を活 

点o 凾ｩした新しい仕事づ くりに挑戦します○ 相互理解.相互扶助: 会員はそれぞれの立 場や違いを理解しな がら､新しい仕事に挑 戦する会員を応援o 

活動地域 俘)&ﾘﾊr関西 亶ｸﾞ位rĀĀ

地域産業の 俘)&ﾘﾊxﾔ鮎h捶ｧ｢ 亶ｸﾞ位xﾔ鮎h捶ｧ｣)ｲĀĀĀĀĀ

状況 鼎X壓玲C#壓冷韘âĀĀĀ

地域産業支 援機関の状 況 俚(ﾆh檍,v 亶ｸﾞ位zHｷｸﾞ位x蝌ｼiRｻｸｴﾕﾊHｷｸﾞXｧx,rĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

会員の性格  伜乂xｪﾈﾏzﾉ9亊b8,ﾈ*.兩ｲĀĀĀĀĀĀĀĀ

会員数 �� 冩�����ﾂ�

全体集会  冑以鶫]xｺﾘ檄H7h8ﾈ5ｲ9:Hﾏzﾈ檍ｲĀĀĀĀĀ

分科会 MAKERSSUMMIT､フ リーペーパー.サミッ トなど ĀĀ

その他事業 �� ��

事務局 俘)&ﾙXｧy>姶YXｧy}b阪神電気鉄道株式会 亶ｸﾞ位y(h抦ｮ仂h彿:ĀĀĀĀĀ

番制)117 倆>友会 ĀĀĀ

会費  冖9{ĀĀ

117入手先http://www.tosadoyukai.com/men____sangaku2012.html　土佐経済同友会ホー

ムページ(参照2014年2月)
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